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             開  会   午後１時55分 

○司会（山川（福祉局高齢者施策部高齢福祉課長代理）） 

 皆様、お待たせをいたしました。ただいまより第５回大阪市社会福祉審議会高齢者福祉

専門分科会保健福祉部会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方には、何かとお忙しい中、御出席をいただきまして、まことにありがとう

ございます。 

 私、本日の司会を担当させていただきます福祉局高齢福祉課長代理の山川でございます。

本日の会議は16時までの予定でございます。限られた時間ではございますが、どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 それでは、まず委員の御紹介でございますが、御紹介はお手元の委員名簿によりかえさ

せていただきます。 

  

 続きまして、事務局の関係職員といたしまして、関係局、部、関係区役所の部課長が出

席させていただいておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、会議の開会に当たりまして、福祉局高齢者施策部長の坂田より御挨拶を申し

上げます。 

○坂田（福祉局高齢者施策部長） 

 福祉局の坂田でございます。本日は、大変お寒い中、またお忙しい中、第５回保健福祉

部会にお集まりいただきまして、まことにありがとうございます。 

 委員の皆様方におかれましては、日ごろから大阪市政の各般にわたりまして、特に高齢

者施策につきまして御審議いただいておりますこと、お礼を申し上げたいと思います。 

 本日は、委員の皆様方の参加人数が少なくなっておりますが、先ほど市会から説明もあ

りましたとおり、事前に事務局から欠席委員の方には説明をさせていただいており委任状

もいただいておりますので、よろしくお願いいたします。 

 さて、本日の部会は５回目ということになります。これまでに引き続きまして第６期高

齢者保健福祉計画・介護保険事業計画につきまして、御審議をいただきたいと考えており

ます。前回まで御審議いただきました計画素案をもとに、昨年12月から今年の１月にかけ

まして、パブリック・コメントを実施させていただいておりますので、その結果をまとめ

させていただいております。後ほど説明をさせていただきますが、受付件数は287件という
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ことでございました。３年前にも同様にパブリック・コメントを実施しておりますが、そ

の際の受付件数は207件ということでございましたので、前回と比べますと100件近く増え

ているということでございます。今回、皆様方の計画に対する関心が高くなってきている

んだなというふうに実感しているところであります。本日は、そのお寄せいただきました

御意見と、それに対する本市の考え方ということで資料を用意させていただいております

ので、その資料をもとに御議論いただければと思っております。 

 本日いただきました御意見を踏まえまして、来月３月12日に開催予定の高齢者福祉専門

分科会においてさらに御議論いただきまして、よりよい計画を策定してまいりたいと考え

ております。 

 本日は限られた時間ではございますが、何とぞ、御審議のほどよろしくお願いいたしま

して簡単ではございますが、挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○司会 

 続きまして、本日皆様方のお手元にお配りしております資料の御確認をお願いいたしま

す。まず本日の会議次第でございます。次に、委員名簿でございます。続きまして、右肩

に資料１とございますパブリック・コメントの実施結果でございます。次に資料２、意見

一覧でございます。資料３、サービス目標量について、でございます。それから参考資料

１としまして、計画の策定スケジュールでございます。参考資料２は、計画素案でござい

ます。参考資料３は、計画素案の概要版でございます。また卓上のファイルには、現行の

計画書及び実態調査の結果報告書等をつづっております。過不足等がございましたら随時、

事務局までお申しつけください。 

 なお、この後の審議におきまして、御発言をいただきます際には、恐れいりますが事務

局がマイクをお持ちいたしますので、マイクを御使用いただきますよう、よろしくお願い

いたします。 

 それでは、本日の議事に移らせていただきます。 

 本日の部会につきましては、「審議会等の設置及び運営に関する指針」に基づき、公開

の予定でございます。後日、議事要旨とともに議事録を作成いたしまして、ホームページ

にて公開する予定でございます。 

 なお、個人または法人に関する情報などを審議する際には、部会長にお諮りし、非公開

とする場合もございますので、よろしくお願いいたします。 
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 それでは、以降の進行につきましては、早瀬部会長にお願いしてまいりたいと存じます。 

 早瀬部会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

○早瀬委員（保健福祉部会長） 

 ただいま、御紹介にあずかりました早瀬です。 

 きょうで、この保健福祉部会は５回目になります。パブリック・コメントが大変たくさ

んの方からいただいたということです。先ほど資料を見てましたら、いわゆる前期高齢者

の方が75人の御意見があって、その次が50歳代ですね。これから介護保険制度を利用され

る方たち、あるいはもちろん支えておられる方たち自身もたくさん御意見いただいている

ようです。その後が後期高齢者の方の御意見ですけれども、皆さんからの御意見をいただ

いて、それに対する市のコメント、考え方が出ておりますけれども、それでいいのかどう

かということも含めて熱心に御議論いただければと思います。 

 そうしましたら、本日の会議は公開で進めて行きたいと思いますので、傍聴者の皆さん

は傍聴要領に従って傍聴していただければと思います。 

 では、まず最初に議題１、大阪市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）に対

するパブリック・コメント手続の実施結果について、事務局からお願いします。 

○小倉（福祉局高齢者施策部高齢福祉課長） 

 事務局の高齢福祉課長の小倉でございます。座って説明をさせていただきます。 

 まず資料１のパブリック・コメント手続の実施の結果と資料２の意見一覧について合わ

せて御説明をさせていただきます。 

 資料１をごらんいただきたいと思います。めくっていただきますと、まず、パブリック・

コメントの実施期間でございます。昨年の12月25日から１月26日まで実施をいたしました。

集計結果といたしましては、受付件数が287件、意見件数が447件ということになってござ

いまして、事務局でいろいろとまとめる作業を進めてきたのですが、特に１月26日の締め

切りの日に全体の半数以上になります155件の意見が出されたということがございまして、

事前に本市の考え方について委員の皆様方にお示しをすることができなかったということ

について、おわびを申し上げます。 

 今、部会長からの話にもありましたけれども、２ページ、３ページをごらんいただきた

いのですが、意見をお出しいただいた方の男女別とか年齢別の内訳をみますと、特に女性

の方が多く意見を出していただいているということと、年齢的にもいわゆる高齢者65歳以

上の方と64歳以下ということでみますと、若干65歳以上のほうが多いわけですけれども、
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いわゆる若い方も半分ぐらい意見をお出しいただいている結果となってございます。 

 意見内容による分類でございますが、447件の意見内容につきまして、それぞれの計画素

案の各章ごとに件数がどれぐらいあるかということでまとめさせていただきました。資料

２をもとに、今から説明させていただきたいと考えておりますが、すべての内容を御説明

する時間的余裕もございませんので、特に多くの意見を寄せられた部分について御説明を

させていただくという形とさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは資料２をごらんいただきたいと思います。非常に小さな字で恐縮しております

けれども、私のほうから順番に御説明いたします。 

 まず１ページをご覧ください。総論部分の高齢者施策の基本的な考え方・基本方針とい

うことについては、18件の御意見をいただいております。まず、地域包括ケアシステムに

関する御意見ということで、地域包括ケアシステムについてはかかわる人間や専門職だけ

が頑張ってもどうにもならないと、大阪市として住民一人一人の意識を高められるような

周知・取り組みをどうするかが課題ではないかという御意見をいただいております。これ

に対しまして本市の考え方でございますけれども、右側に書かせていただいておりますよ

うに、本計画では平成37年までの各計画期間を通じて、本市の実情に応じた地域包括ケア

システムを構築することを目標として、各取組みを推進することといたしております。こ

の後、10年間をかけて本市における地域包括ケアシステムの構築を目指すため高齢者を支

援する専門職のみならず、関係機関、市民の皆さんが同じ目標を共有できるよう、本計画

の効果的な周知方法などを検討してまいりたいという答えとさせていただいております。 

 次に計画の基本方針に関する御意見の中で、住民主体の互助をメインとしたシステムで

はなくて、国なり都道府県、市町村が主体とした政策を上げていただくようにしてほしい

という御意見でございます。本市の考え方としましては、今後、さらなる高齢化の進展、

医療と介護両方のサービスを必要とする後期高齢者の増加、重度の要介護認定者の増加、

認知症高齢者の増加が推計されておりまして、支え手となる生産年齢人口の減少も推計を

されているということでございますので、今後ひとり暮らし世帯や老々世帯が増加する中、

地域社会で孤立する人を見逃さないようにするためには日ごろからのきめ細かな見守り、

支援等が必要となり行政機関による支援機能の充実を図るだけでは限界があるというふう

に考えております。地域の全ての人が相互に協力しながらそれぞれの役割を果たすことに

より、住みなれた地域で安心して生活を営み長寿化した人生を健康で生き生きと豊かに尊
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厳をもって暮らすことのできる社会の実現を目指してまいりたいと考えております。 

 続きまして、介護保険制度・福祉施策の見直し等に関する御意見でございまして、本来、

社会保障としての介護施策を組み立てるべきであるという御意見でございますが、これに

対する本市の考え方としまして、高齢者の介護を社会全体で支え合うために社会保障制度

として介護保険制度が創設されました。介護保険制度の持続可能性を高めていくことが強

く求めておりまして、今回の介護保険制度の改正は地域包括ケアシステムの構築、費用負

担の公平化を目的としてサービスの充実、重点化・効率化などの取組みが示されていると

ころでございます。今後とも、介護保険制度の充実、介護保険制度の安定的な運営に務め

てまいりたいというふうに考えております。また、高齢者施策を着実に推進していくため

に、事業の実施に当たっては、負担のあり方も含め施策の目的がより効果的・効率的に達

成できるよう取り組んでまいりたいと考えております。 

 １ページの最後でございますが、計画の記載内容・実効性に関する御意見ということで、

いわゆる方向性とか具体的な成果、つまり「見える化」がされていないと、机上の計画の

ように感じるという御意見でございます。本市の考え方としまして、本計画の内容につき

ましては、引き続きわかりやすい内容となるよう計画を進めてまいりたい。また、本計画

の策定後につきましても、策定した計画に基づき各種施策を推進するとともに、計画の進

捗状況について把握し、大阪市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会等の審議会において

報告し、進捗管理に務めてまいりたいというふうに考えております。 

 次に２ページでございます。在宅医療・介護連携の推進に関しましては、５件の御意見

いただいておりますけれども、時間の都合がございますので説明を割愛させていただきた

いたいと思います。 

 次に地域包括支援センターの運営の充実ということで、これにつきましては32件の御意

見をいただいております。地域包括圏域の細分化に関する御意見ということで、包括圏域

の細分化をしてほしい。中学校区に１カ所、または小学校区単位にふやす方針を出してほ

しいという御意見でございます。今現在は、高齢者人口おおむね１万人に１カ所ございま

して、現在66カ所の地域包括支援センターと68カ所の総合相談窓口、ブランチを設置いた

しております。おおむね中学校区域において相談支援事業を実施しているところでござい

ます。 

 次に、委託料、人員基準等に関する御意見でございまして、十分な公費を支出してほし

いですとか、専門職員の確保や育成ができるように検討してほしいということですとか、
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専門的なスタッフをふやしてほしいという御意見をいただいております。それに対する大

阪市の考え方でございますが、高齢化の進行、要介護、要支援者の増加による相談件数の

増加や困難事例への対応など地域包括支援センターの専門職が活動を十分行えるよう適切

な人員体制の確保に向けて取り組むとともに、センター職員の資質向上に向けた取組みに

務めてまいりたいということでございます。 

 続きまして、３ページでございます。地域包括支援センターの機能強化に関する御意見

ということで、行政直営の基幹型包括の設置が必要ではないか、また、区役所の担当課の

機能強化、専従の人員の増が必要不可欠ではないか。そして区の運営協議会の強化も必要

である。区の運営協議会から大阪市の施策へ反映させるような仕組みも考えてもらいたい

ということの御意見でございます。これに対する本市の考え方でございますが、今般の介

護保険制度の改正では、地域支援事業の充実とともに地域包括ケアシステム構築に向けた

中核的な機関である地域包括支援センターの体制強化が示されているところでございま

す。地域包括支援センター間の総合調整、後方支援や地域ケア推進会議などを行う基幹型

のセンターや、認知症等機能強化型のセンターを位置づけるなど、行政との役割分担、連

携強化が求められておりまして、いただきました御意見を踏まえまして今後とも地域包括

支援センターの機能強化に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に地域包括支援センターへの委託方針に関する御意見でございます。本市の地域包括

支援センターの委託方針には地域のネットワークづくりを中心としたものとなってござい

まして、圏域ごとに地域実情に合わせた活動を実施しておりますので、そういった内容を

本市の考え方とさせていただきました。 

 次に、地域包括支援センターの選定に関する御意見でございまして、地域包括支援セン

ターをふやすのはいいと思うけれども、競争させて結局なくしてしまうというようなこと

について、住民からは納得できないという御意見でございます。本市の考え方でございま

すけれども、受託法人の決定につきましては、地域包括支援センターを担うのによりふさ

わしい法人を選定するため、選定部会を開催いたしまして企画提案方式により審査を行っ

ているところでございます。 

 それから、指定介護予防支援事業所に関する御意見ということで、事業所の業務量が多

くて適切な包括的支援事業の運営ができないという御意見でございますが、本市の考え方

としまして、介護予防支援事業所につきましては、利用者数や業務量に応じて必要な人員

を配置していただきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いしたいと思い
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ます。 

 続きまして、地域における見守り施策の推進については、12件の御意見をいただいてお

ります。見守り施策の推進に関する御意見ということで、大阪市はひとり暮らしの高齢者

が多く、近隣地域の見守り施策とその拠点をつくる具体的なプログラムを明記すべきだと

思うという御意見でございます。本市の考え方としまして、地域における見守りにかかる

施策については、ニア・イズ・ベターの考え方のもと、各区長のマネジメントにより区や

地域の実情やニーズに応じたさまざまな取組みが推進されているところでございます。 

 次に、地域の見守り支援の仕組みに関する御意見として、ネットワーク推進員など見守

り支援の仕組みを復活すべきではないかという御意見でございます。本市の考え方ですが、

本市では、平成24年度に市政改革プランを策定いたしまして、ネットワーク推進員への補

助については平成25年度より廃止をいたしまして、地域活動協議会の実施方法と合わせま

して、各区で検討し再構築を進めていっているところでございます。 

 次に４ページでございます。これまでの取組みとの連携等に関する御意見ということで、

来年度から区の独自性が生まれる施策を行うということになっておりますが、地域包括支

援センターの意見も聞いてほしいということ、それから個人情報の同意の問題でございま

すけれども、行政内の個人情報の守秘義務と情報共有の推進を図っていただきたいという

こと、それから、各区においてさまざまな取組みが行われており、取組みが重複すること

もございますので個人情報の観点から何度も同意を得るということが発生しているという

ことで情報の共有はできないかという御意見でございます。本市の考え方ですが、地域福

祉のあり方については、先ほども御説明申し上げましたのでその分については割愛をいた

しますけれども、個人情報につきましては、本市個人情報保護条例に基づく守秘義務を果

たした上で、事務の目的の範囲内での情報の利用を行うなど、引き続き必要な個人情報の

共有の推進を図ってまいりたいというふうに考えております。 

 続きまして、専門職の配置に関する御意見でございます。福祉専門職員を中学校区ごと

に配置していただきたいという御意見でございますけれども、先ほど申しましたように地

域において、平成25年度からコミュニティソーシャルワーク推進事業について、各区１名

程度の配置に再構築したところでございまして、地域における見守り施策の推進に向けた

効果的なワーカー配置のあり方等について、引き続き検討してまいりたいというふうに考

えております。 

 続きまして、地域福祉活動への支援に関する御意見ということで、地域活動協議会に対
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する補助金を100％支給して、地域福祉活動を一層充実してほしいということと、区社協、

市社協への補助金の削減はやめて、さらに拡充していただきたいという御意見でございま

す。本市の考え方ですが、大阪市及び各区の社会福祉協議会につきましては、社会福祉法

に基づく本来機能として地域福祉活動への支援事業等を行っており、本市として非常に重

要なものであると認識をしているところでございます。地域福祉が一層推進されますよう、

区社会福祉協議会及び区役所が中心となりまして、それぞれの区の実情に応じた仕組みづ

くりに取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

 続きまして、地域の見守り施策の推進体制に関する御意見でございまして、地域におけ

る見守り施策の推進（孤立化を含めた）の取組みでございますけれども、行政なり区社協、

包括の役割分担がどうなるのか、ということについて御意見をいただいております。それ

に対する考え方ですが、地域包括支援センターにおける見守り施策の推進に当たっては、

行政を初め社会福祉協議会や地域包括支援センターなどそれぞれが果たすべき役割を推進

できるよう引き続き取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

 ４ページの最後でございます。地域の見守り施策の推進体制に関する御意見ということ

で、地域の見守りについては町会の中でももっと小さい基本組織にするのがいいのではな

いかという御意見でございます。本市の考え方としまして、地域のどのような組織を単位

として実施するべきかにつきましても、それぞれの区や地域において、その実情に応じた

方式により実施されることが望ましいというふうに考えておるところでございます。 

 続きまして、５ページでございます。上段の孤立化防止施策に係る御意見ということで、

ライフラインの事業者との連携協定に関しまして、概要版のライフライン事業者の推進に

ついての記載が漫然とし過ぎていて何を推進するのかわからないという御意見をいただい

ている部分でございます。本市の考え方でございますが、地域における見守りに加え、平

成26年からライフライン事業者等が異変を察知した場合、区役所等に定めた窓口へ連絡し

てもらうようライフライン事業者等と協定を締結しているところでございます。概要版の

記載内容につきましては、御意見を受けまして推進する内容を追記するように検討してま

いりたいと考えております。 

 次に、認知症の方への支援に関しまして、10件のご意見をいただいております。認知症

の早期発見に関する御意見ということで、認知症のひとり暮らしの方の支援については個

人の努力だけでできるものではないということで、そういう人たちを察知できる制度化が

要るのではないか。その制度化のためには、民生委員・児童委員を実効ある制度にするこ
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とが必要でないかという御意見でございます。本市の考え方でございますが、ひとり暮ら

しの認知症の方が、地域において安心して暮らせるためには、日ごろからきめ細かな見守

りを行い、支援が必要な状況が生じた場合には、早期に適切な支援につなげることが必要

であると考えております。大阪市におきましては、平成26年度から認知症初期集中支援チ

ームを設置いたしまして、民生委員など地域の関係機関と連携しながら、医療や介護サー

ビス等に結びついていない在宅の認知症または認知症の疑いのある方及びその家族を訪問

いたしまして、アセスメントや受診勧奨、家族サポート等の初期支援を包括的・集中的に

行っているところでございます。民生員制度に関していましては、今後も制度の周知に努

めるとともに、民生委員活動に必要な知識・技術の取得を進める研修を行いまして、民生

委員制度の実効性を高めてまいりたいというふうに考えております。 

 次に、認知症初期集中支援チームに関する御意見でございまして、地域包括支援センタ

ーの従来の取組みと初期集中支援チームとの役割がわかりにくいという御意見でございま

す。本市の考え方でございますが、認知症初期集中支援チームは医療や介護サービス等に

結びついていない在宅の認知症または認知症の疑いのある方及びその家族を訪問し、アセ

スメントや受診勧奨、家族サポート等の初期支援を包括的・集中的に行っております。認

知症の方を含む高齢者支援に携わる多職種が、支援に関する意識の向上と共通理解をさら

に強固にする必要があるというふうに考えておるところでございます。 

 次に、６ページでございます。認知症サポーター養成に関する御意見ということで、サ

ポーターの年齢格差をなくしていく取組みが必要ではないかということの御意見でござい

ます。それに対する本市の考え方としては、認知症の方やその家族の抱える課題を早期に

把握いたしまして、サポーターやサポーターを養成する講師役でございますキャラバン・

メイトが、見守り支援や関係機関へのつなぎにかかわる仕組みなど、地域の中で活動する

機会の充実に取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

 次に認知症の講演会・研修会をもっとふやしてほしいという御意見でございますが、本

市の考え方でございますけれども、認知症の研修につきましては、これまで以上に認知症

の理解を深めるための普及啓発に務めてまいりたいというふうに考えております。 

 次に相談窓口に関する御意見ということで、相談の仕組みを市民にわかりやすく伝えて

ほしいという御意見でございます。本市の考え方ですが、市民の方が窓口において必要な

情報を取得し、サービスの選択が可能となるように関係機関相互の情報の共有化や各機関

における情報発信の強化に努めてまいりたいというふうに考えております。 
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 次の家族支援に関する御意見につきましては、本市としましても、できる限り御家族の

負担軽減につながるような体制づくりに努めてまいりたいというふうに考えております。 

 認知症を支援する関係機関等に関する御意見ということで、初期集中支援チームについ

ては、初期だけではなくて重症化した方の支援も必要じゃないかということで意見をいた

だいているわけでございますけれども、これに対する本市の考え方としまして、今後急速

な高齢化の進展に伴いまして増加が見込まれる認知症の方を在宅で支援するために医療と

介護・福祉の有機的な連携の強化や役割分担などを行いまして、適切な対応に務めてまい

りたいと思います。 

 次に、６ページの最後でございます。弘済院に関する御意見としまして、病院だけでな

く特別養護老人ホームも同一法人としての連携機能を維持するべきではないか。また、特

別養護老人ホームの職員について、他の職場から戻して介護体制の強化を図ることである

とか、また後方支援機関としての強化を図るべきではないかという御意見をいただいてお

ります。本市の考え方でございますけど、弘済院の今後の方向性が平成25年12月の大阪市

の戦略会議において確認されたところでございます。現在、各市の検討を進めておるとこ

ろでございます。地方独立行政法人大阪市民病院機構は、法の規定によりまして特別養護

老人ホームの運営はできないとなってございますので、御理解をいただきたいということ

でございます。弘済院の機能を継承する上で認知症医療と介護の連携は重要でございます

ので、今後とも連携が十分に図れるように取り組んでまいりたいというふうに考えている

ところでございます。 

 続きまして、７ページでございます。権利擁護施策の推進につきましては７件の御意見

がございましたが、時間の都合がございますので説明を割愛させていただきたいたいと思

います。 

 続きまして、８ページでございます。真ん中あたりの介護予防・健康づくりということ

で、20件の御意見をいただいております。順に御説明をいたします。 

 介護予防に資する取組みに関する御意見ということで、元気な高齢者の活用など具体的

な話が出てきていないということ、それから、介護予防の充実を求めるとの御意見がござ

いました。それと、いわゆるボランティア活動でポイントがたまるような仕組みを考えて

ほしいということの御意見でございます。これに対して本市の考え方でございますが、介

護予防事業につきましては、二次予防事業として通所型及び訪問型により実施をいたして

おりして、全ての高齢者及び高齢者を支援する方を対象に一次予防事業として、広報啓発
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を行っているところでございます。今後は、住民運営の通いの場の充実により、これまで

の二次予防対象者をふくめて全ての高齢者を対象とした事業の創出に務めてまいりたいと

いうふうに考えております。また、高齢者の方が福祉施設等でボランティア活動を行った

場合に、換金ができるポイントを付与する介護予防ポイント事業を実施してまいりたいと

いうふうに考えております。 

 続きまして、介護予防事業に関する御意見ということで、いきいき元気教室の参加資格

について、要支援の方が参加できなくなるのではないかという御意見でございます。これ

に対する本市の考え方ですが、今般の介護保険法の改正によりまして、高齢者の心身の状

況によって分け隔てすることなく支援が可能になるということでございますので、よろし

くお願いしたいと思います。 

 続きまして、９ページでございます。今後の二次予防事業に関する御意見ということで

ございまして、大阪市では平成29年度までの間に本格実施をするということが記載されて

いるわけでございますけども、平成29年に向けてのソフトランディングの方法をどのよう

に検討されるのかということ、それから、総合事業につなげていくための意味のある継続

が望まれるという御意見でございます。これに対する本市の考え方としまして、真ん中あ

たりでございますが、これまでの二次予防事業対象者を含めまして、全ての高齢者を対象

とした事業の創出に務めてまいりたいというふうに思っております。また、基本チェック

リストに対しましては、介護予防の重要性を周知するとともに機能低下のある方について

長期支援のツールとして重要でございまして、急な廃止はサービスの低下につながるもの

というふうに考えております。今後、総合事業の実施に向けまして、いただきました御意

見を参考にしながら検討してまいりたいというふうに考えております。 

 続きまして、新しい介護予防事業への移行に関する御意見でございまして、二次予防事

業の実施について、27年度は現行どおり実施するということになっていますが、手順なり

スケジュールについて明言をされておらないということで、できる限り早くスケジュール

について出していただきたいという御意見。また、新しい介護予防事業の推進について、

対象者の抽出方法について曖昧でわかりにくいという御意見に対する考え方でございます

が、新しい介護予防事業の実施を含む総合事業への移行につきましては、実施時期を含め

まして現在検討中でございます。以下、書いてございますがこれは先ほどの説明と重複い

たしますので、この分については割愛をさせていただきます。 

 次に一次予防事業に対する御意見ということで、新しい介護予防事業の推進は自主活動
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グループの育成、活性化によりまして事業を行うということになっておりますが、事業を

行えるグループがあるのかという御質問でございます。これに対する考え方ですが、事業

推進のために自主活動グル―プの育成ですとか、既存グループを把握するとともにいろい

ろと御意見を伺いながら地域で継続的な活動ができるように支援の検討を行ってまいりた

いということでございます。 

 続きまして、二次予防事業の事務についてのことですとか、介護予防・健康づくりの取

組みに関する御意見、それから10ページの健康教室・講座に関する御意見につきましては、

同じようなことで御説明いたしておりますので、この場での説明は割愛をさせていただき

たいたいと思います。 

 続きまして、地域活動への参画支援と高齢者の生きがいづくりということで、これは21

件の御意見をいただいております。 

 まず、高齢者の働く機会に関する御意見ということで、定年退職した方がまだまだ元気

であるということで、いわゆる元気な有資格者が活躍できる職場づくりが必要ではないか

という御意見でございます。これに対しまして、本市におきましては大阪市シルバー人材

センターが職業紹介機能によりまして、地域密着型の仕事を提供することによりまして、

高年齢者が自己の労働能力を活用し、働く機会の確保、生きがいの充実、健康と福祉の増

進を図っております、ということでございますのでよろしくお願いしたいと思います。 

 続きまして、老人福祉センターに関する御意見でございまして、老人福祉センターの廃

止、縮小はやめていただきたいということの御意見でございます。これに対する本市の考

え方としまして、老人福祉センターは今後も地域の実情に合わせて、高齢者の多様なニー

ズに対応していけるよう活用してまいりますが、施設の数につきましては他都市の水準並

みに統合整理することといたしているところでございます。 

 老人憩いの家の補助金に関する御意見ということで、補助金を増額してほしいという御

意見でございます。これに対しましては、いわゆる老人憩いの家の運営補助金につきまし

ては、使用者の範囲の拡大ということで高齢者に限定せずに使っていただくということで

すとか、使用料の徴収、補助上限額の設定などについて地域の実情や区民の意見を踏まえ

まして、各区長のマネジメントに基づき判断いたしております。区ごとに補助制度を整備

して、補助限度額についても区ごとに設定いたしておりますので、御理解のほどをお願い

したいということでございます。 

 続きまして、11ページでございます。スポーツ施設等に関する御意見ということで、ス
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ポーツセンター、屋内プールは24区の全区で存続をさせてほしいということでございます。

本市の考え方ですが、今現在各区で１館ずつ設置いたしておりますスポーツセンター・屋

内プールにつきましては、市政改革プランにおいて、見直し対象事業といたしまして、平

成28年度を目途に整理統合することといたしております。スポーツセンター、屋内プール

につきましては、全市一律で実施する事業ではなく、区長が地域の実情に合わせ、どうい

った内容で実施するか決定することを基本といたしまして、新しい基礎自治単位にスポー

ツセンターは２館、屋内プールは１館を基準として区に財源を配分することといたしてお

りますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 次のスポーツ施設の運営に関する御意見については、説明を割愛させていただきます。 

 次に地域活動への参画支援に関する御意見でございます。団塊の世代の方がいわゆる地

域デビューができるように工夫をしてほしいという御意見でございます。これに対する本

市の考え方としまして、本市では各区に老人福祉センターですとか、小学校区単位に老人

憩いの家を設置しており、高齢者みずからが活動できる場や、地域活動が実施できる機会

の整備を行っております。老人福祉センターにおきましては老人クラブの活動拠点として

地域のニーズに応じたさまざまな社会奉仕活動等を行う老人クラブの結成の支援や既存の

クラブの紹介等、新たに地域デビューされる高齢者の方を支援しておりますので、何とぞ

よろしくお願いしたいと思います。 

 次の世代間交流に関する御意見については、説明を割愛させていただきます。 

 次のボランティア活動の推進に関する御意見でございますが、ボランティア活動の推進

等については、社会福祉協議会ですとかネットワーク推進員なしではやっていけないので

はないかとという御意見、また、ボランティア育成のために大阪市や区の社会福祉協議会

に専門の正規職員を増員すべきではないかという御意見でございます。これに対しまして

は、中段に書かせてございますように、各区の社会福祉協議会につきましては、社会福祉

法に基づく本来機能として、地域福祉活動への支援事業等を行っておりまして、本市とし

ても非常に重要なものであるという認識をいたしております。地域におけるセーフティネ

ットの構築やボランティア活動の推進に向けて、社会福祉協議会の事業に対し交付金を支

出しているところでございますので、御理解をお願いしたいと思います。 

 続きまして、12ページ、新しい総合事業等によるサービスの多様化についてですが、56

件の御意見をいただいております。 

 まず通いの場の充実をしてほしいということでございます。また、次の多様なサービス
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の創出に関する御意見については、どのような担い手支援をされようとしているのか示し

ていただきたい、行政が責任を持って市民にわかるようにしてほしいということの御意見

でございます。これらの本市の考え方について、一括して申し上げますと、共通する考え

か方としては、上から２つ目の枠に書いてございますように、今般の介護保険制度改正に

おいて、要支援者等の高齢者の多様な生活支援のニーズに地域全体で答えていくため、予

防給付の訪問介護及び通所介護について、全国一律の基準に基づくサービスから、地域の

実情に応じて、市町村が効果的かつ効率的に実施することができる新しい総合事業へ平成2

9年度までに移行することとされているところでございます。本市といたしましては、国の

ガイドラインに基づきまして、平成29年４月に総合事業に移行するに当たりまして、要支

援者を含めた高齢者に対して、それぞれの状況に合わせて適切なサービスが提供できるよ

う、また利用者が安心して利用できるよう制度設計に取り組んでまいりたいと考えており

ます。事業の周知につきましては、各種広報媒体等を通じまして、市民にわかりやすく周

知啓発できるように努めてまいりたいと考えております。 

 次に、指定サービス事業所への周知に関する御意見ということで、総合事業への移行に

当たりましては、事業所への適切な情報提供、意見交換の場を求めていただきたいという

ことでございます。これに対する本市の考え方といたしまして、現在、サービスを提供い

ただいております事業所に、制度の内容を情報提供できるようになった段階で速やかに情

報提供させていただきたいと考えております。 

 続きまして、総合事業への移行に関する御意見ということで、移行に当たっての具体的

な工程を示していただきたいという御意見でございます。本市の考え方ですが、本市とい

たしましては国の方針に基づき、平成29年４月までの間に総合事業へ移行する際に、平成2

7年度から多様なサービスの提供主体間での情報共有ですとか、連携を推進するための協議

体を設置いたしまして、不足するサービスの把握及びサービスの実施主体の養成・掘り起

こし等を行う生活支援コーディネーターを市内３区にモデル的に配置するなど、要支援者

を含めた高齢者に対して、それぞれの状況に合わせて適切なサービスが提供できるよう、

制度設計に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次の新しい総合事業への移行時期に関する御意見ですが、次の13ページの要支援者への

現行サービス相当の利用に関する御意見ですとか、新しい総合事業と一般介護予防事業に

関する御意見につきましては、説明を割愛させていただきたいたいと思います。 

 続きまして、介護給付等対象サービスの充実につきましては、４件の御意見をいただい
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ておりますけれども、これにつきましても説明を割愛させていただきます。 

 次に13ページの下段でございます。介護保険サービスの質の向上と確保ということでご

ざいます。現在の認定事務に要する期間について、長過ぎるという御意見がございました。

これにつきましては、本市においては、申請から認定結果までの日数が、平成25年で39.2

日かかっている状況でございます。この日数は、認定事務センターの開設前と同程度とな

っておりますけれども、やはり30日以上を有しているという実態が出ておるわけでござい

まして、今後とも迅速かつ適正な要介護認定事務を行えるように、より一層努めてまいり

たいということで考えてございます。 

 続きまして、14ページから、認定事務に関する御意見でありますとか、公平・公正な認

定結果に関する御意見、ケアマネジャーの質の向上に関する御意見、ケアプランチェック

に関する御意見等々ございますけれども、これについては説明を割愛させていただきます。 

 15ページの上段は、介護事業所の運営に関する御意見等でございまして、説明を割愛さ

せていただきたいたいと思います。 

 次の在宅支援のための福祉サービスの充実に関するご意見については、３件ございまし

たけれども、これにつきましても、時間の都合上、説明を割愛させていただきたいたいと

思います。 

 続きまして、16ページでございます。高齢者の多様な住まい方の支援ということで、こ

れについては26件の御意見をいただいております。 

 まず多様な住まい方の支援に関する御意見ということで、特別養護老人ホームの増設、

それから高齢者のケア付市営住宅の建設・充実に務めて介護難民が出ないようにしてほし

いという御意見、それから大阪市は老朽住宅が多いということでバリアフリー化の費用が

かかり困難な場合が多いという御意見でございまして、高齢者向け市営住宅の確保等が必

要でないかという御意見でございます。本市の考え方でございますが、特別養護老人ホー

ムの入所申込者の中にはその身体状況等から他の施設が適している人やニーズに合った在

宅サービスの提供がされれば、引き続き住みなれた地域で生活できる人がいると考えられ

ます。それぞれのニーズに合ったサービスの提供に務めながら施設サービスが求められる

人のために必要な施設整備を進めてまいりたいと思っております。また、市営住宅の供給

につきましては、管理戸数が約10万戸ということで住宅総数に占める比率は政令市の中で

もトップの水準になってございます。大阪市では７月と２月の定期募集に加えまして、高

齢者の方については５月に市営住宅の別枠募集を行っておりまして、平成３年度からは高
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齢者が自立した生活が送れますように配慮いたしました設備設計を行ったケアつき住宅の

募集も行っているところでございます。 

 次に、施設整備の増設に関する御意見の中で、介護老人福祉施設いわゆる特別養護老人

ホームについては待機者が多いと思われるということで、もっと施設の増設計画が必要で

はないかという御意見でございます。これについては、特別養護老人ホームにつきまして

は、入所の必要性、緊急性が高い入所申込者がおおむね１年以内に入所が可能となるよう

認定者数の伸びを勘案しながら必要な整備を進めてまいります。また、認知症対応型グル

ープホームの整備につきましては、介護保険事業計画に基づきまして公募により事業者を

選定し、整備を進めてまいりたいと考えております。 

 次の施設整備に関する御意見と、入所に関する御意見については、説明を割愛させてい

ただきたいたいと思います。 

 続きまして、17ページでございます。建て替えに関する御意見でございまして、老朽化

した老人ホームの建て替え、またユニット型に改善するようにしていただきたいというこ

とについての御意見でございます。特別養護老人ホームの整備につきましては、利用者一

人一人の個性と生活のリズムを尊重する観点から個室、ユニット型での整備を基本に進め

てまいりたいと考えております。なお、建設されてから相当の期間を経過し、老朽化が著

しい状況となっている施設があることから、運営法人の意向も踏まえまして、計画的に建

て替えを進めてまいりたいと考えております。 

 入所に関する御意見につきましては、先ほど申し上げましたとおり、後のところで御説

明をしたいと思っております。 

 次に、施設整備計画に関する御意見で、養護老人ホーム、経費老人ホームの整備につい

て、整備しないと記載されているが、需要は本当にないんですかという御質問でございま

す。本市の考え方でございますけれども、養護老人ホームにつきましては、被措置者が減

少傾向にございまして、また経費老人ホームついては一部の施設のみ入居待機者が発生し

ている状況でございます。そのため、養護老人ホームや経費老人ホームにつきましては、

おおむね必要な整備をしているところでございますので、現状の入所定員といたしたいと

考えております。 

 次に、先ほどもございました特別養護老人ホームの施設入所の要件が要介護３以上とい

なるとのことだが、要介護１や２の方も利用できるようにしてほしいという御意見でござ

います。これに対する本市の考え方でございますが、特別養護老人ホームにつきましては
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制度改正に伴いまして、本年４月１日以降、特別養護老人ホームに新たに入所する方につ

きましては原則要介護３以上となりますけれども、要介護１または２の方であってもやむ

を得ない事情によりまして、特別養護老人ホーム以外での生活が著しく困難である場合に

は特別養護老人ホームへの入所が認められることになってございますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 次の入所要件に関する御意見、それから18ページの事業者の指導監督に関する御意見に

ついては、説明を割愛させていただきたいたいと思います。 

 次に具体的施策に関する項目ということで、地域活動への参画支援と高齢者の生きがい

づくりの部分に関しましては、39件の御意見がございました。具体的には敬老優待乗車証、

敬老パスの制度に関する御意見ということで、年間の更新料3,000円と利用料金１回50円に

ついては廃止をしてほしいといった御意見でございます。これに対する本市の考え方でご

ざいますけれども、敬老優待乗車証交付制度につきましては、持続可能な制度として維持

継続するため市政改革プランにおきまして制度の見直しを行うことといたしまして、平成2

5年度から利用者の方に年3,000円を御負担いただくとともに、平成26年８月からはこれに

加えまして、利用に応じた負担といたしまして利用１回について一律50円を御負担いただ

くということにしたところでございますので、何とぞ御理解をお願いしたいと思います。 

 次の文化施設優待についての御意見については、説明を割愛させていただきます。 

 次に、住まい・まちづくりの関係について26件の御意見をいただいております。これに

ついては、まず市営バスの関係について、廃止された路線バスの運行、赤バスの運行の復

活を求める御意見ということでございます。本市の考え方ですが、赤バスにつきましては、

バス事業といたしまして需要の見込めない26の系統について、平成25年３月末に廃止をい

たしました。それから全市的なバス路線につきましても、交通政策として必要な路線の維

持を目指し、各区と調整をした上で利用動向に応じた見直しを平成26年４月１日に実施を

したところでございます。 

 次に19ページの上段でございます。市営交通の改善についてバリアフリー化や地下鉄の

安全柵の設置に関する御意見でございます。交通局では市営交通バリアフリー化計画によ

る取組みによりまして、いずれも対応は完了しているところでございます。また、今後に

つきましては御利用いただいております市民、お客様のニーズにしっかりとお答えするこ

とが経営判断の根本であるというふうに考えておりまして、バリアフリーについて十分な

水準となるように取り組んでまいりたいというふうに考えております。主な取組みといた
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しましては、御堂筋線の西中島南方駅と淀屋橋駅で他社線との乗りかえ経路を改善するエ

レベーター整備を今現在行っておりまして、またプラットホームからの転落や列車との接

触事故を防止するための、ホーム上で酒酔いのお客様や目の不自由なお客様を中心に直接

お声がけをする「転落なくし隊」を配置するなど、転落防止のさまざまな方策に取り組ん

でおるところでございます。 

 次の市営交通の改善に関する御意見の分については、説明を割愛させていただきます。 

 サービスの利用支援についても３件の御意見をいただきましたけれども、時間の都合で

説明を割愛させていただきます。 

 それから20ページでございます。施設等の整備目標数・サービス目標については１件の

御意見でした。説明は割愛いたします。 

 最後に、介護保険給付に係る費用の見込み等について、実に135件の御意見をいただきま

した。この介護保険料に関する御意見なり、国庫負担に関する御意見、また年金からの支

払いに関する御意見、それから21ページの上段にございます保険料段階に関する御意見

等々ございますけれども、一括して本市の考え方をご説明いたします。 

 まず、介護保険料に関する御意見でございますけれども、今回のパブリック・コメント

時点の介護保険料の基準月額については、ひと月1,100円の引き上げ、約18％増の6,998円

になっているということでございますが、消費税が８％に増税をされて、また国民健康保

険料も引き上げをされるという中で、年金が引き下げられるということになっており、高

齢者の負担の限界を超えるものになっているということで、記載している４点についての

御意見があったということでございます。これらについての本市の考え方について御説明

をいたします。今回の介護保険料の改定においては、要介護認定者数及び介護保険サービ

ス利用者の増加に加えまして、第１号被保険者の費用負担割合の変更や介護報酬の地域区

分による上乗せ割合の改定等により全国的に保険料基準額を大幅に上昇することが見込ま

れております。現時点の情報では介護報酬が減額改定される見込みであり、介護保険料基

準額についても増額幅を圧縮できるものと考えておるところでございます。また、一般会

計の繰り入れによる保険料軽減についてということについては、ここにいろいろ記載して

おりますとおりでございまして、結論といたしましては適当ではないというふうに考えて

おります。また、第２段階の方の保険料につきましては、今回の制度改正により平成27年

度から別途公費による保険料軽減が予定されておりまして、平成29年度からは保険料軽減

の対象や軽減割合の拡充も実施される込みとなってございます。低所得の方のさらなる保
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健料率の引き下げは保険料基準額が上昇するということになりますので、つまりは他の段

階の方の負担が増えることになりますので、負担の公平性を確保するためにも低所得者の

方にも一定の負担をお願いするとことといたしております。また、本市では市町村民税非

課税で生活困窮しておられる方に本市独自の制度で料率を0.375まで減額する制度を実施

しておりますので、何とぞ御理解をよろしくお願いしたいと思います。 

 最後に21ページは、その他の意見でございまして11件でございました。これについても

説明を割愛させていただきます。 

 非常に長々と御説明いたしましたけれども、それぞれ説明をしなかった部分も含めまし

て、委員の先生方に御意見をいただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○早瀬部会長 

 はい、ありがとうございました。大変のたくさんの御意見がありまして、御意見のうち

３分の１は費用の見込みに関する御意見でありますが、その他についても貴重な御意見を

たくさんいただいているかというふうに思います。今説明いただいた中には、時間の関係

で口頭での御説明がなかったものもありますが、説明のなかった部分も含めて、大阪市の

考え方に関する委員の皆様の御意見をいただければ思います。それでは、大変多方面にわ

たりますが、気づかれたところからということでいいかと思いますので、御意見等いただ

きたいと思います。 

○中尾委員（保健福祉部会長代理） 

 ５月17日に住民投票がされて、もし平成29年から変わるとなったときに、この高齢福祉

計画と介護保険事業計画は29年もこのままで行く予定なんですか。それともガラっと変わ

る予定になるのですか。 

○坂田（高齢者施策部長） 

 介護保険は平成27、28、29年度の３か年の計画となります。５月の結果によっては、平

成29年４月からというふうに言われておりますが、平成29年４月に間に合うように、それ

ぞれの区がこういった計画をつくるということは実質的に難しいと思いますので、今回策

定する計画までは、このままで生きたものになると考えております。あと、介護保険は一

部事務組合でやるということの話もありますので、現在のくすのき連合さんが策定されて

おられるように、介護保険計画は一部事務組合で、高齢者保健福祉計画はそれぞれの特別

区でというようなこともあろうかと思います。ただ、それは、第７期からの話になるかと



 （大阪市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会 第５回保健福祉部会 会議録 平成27年２月６日開催） 

20 

思います。 

○中尾部会長代理 

 じゃあ真剣にやっていていいわけですね。途中から終わりですと言われたら、ちょっと

どうかなと思いまして。それでは、質問させてもらってよろしいですか。 

 まず一番最初の地域包括ケアシステムの部分に関してなんですが、ここのところの５つ

の要素の医療と介護と介護予防と住まいと、それから生活支援ですけど、ここのところの

部分というのが我々のような医療の専門職が考えている地域包括ケアシステムと福祉の方

が考えている地域包括ケアシステム、それから住民の方が考えている地域包括ケアシステ

ムがそれぞれ違った観点から議論されて考えられているのではないかということがあると

思うんですね。また、行政の考える地域包括ケアシステムというのがこういうものである

というのもあると思うんですが、そこのところが余り明確に出てなくて、５つの要素だけ

が出てきて、その５つの要素の一つ一つに対応するように、今回の計画の中では項目を分

けて書かれているような感じだと思いますが、市民の方としては、なかなかはっきりわか

らないという部分があるんだろうと思います。そういった部分が、今回のパブリック・コ

メントの意見のところに出てきているんだろうと思います。地域包括ケアシステムを2025

年までにきっちりとしたものを持って行くということに関して、私自身は住んでいる方が

きっちり安心した生活が送れるような地域づくりをすることだというふうに考えているの

ですが、そこをもう少しわかりやすくしてあげるのがいいのではないかと思います。以上

です。 

○早瀬部会長 

 この最初の部分に関して、野口委員から何か御意見はありますか。 

○野口委員 

 地域包括ということですけれども、やはり若い人はほとんど関心ないと思います。この

中では私が一番年上だと思いますけれども、やはりまだ元気なうちは案外知らないんです

ね。だから介護にかかっている方などは、多少は知っているということぐらいで、我々の

ような出歩いている者は地域包括支援センターそのものについてもほとんど知らないのが

現状だと思います。また、これから自宅介護が中心になってくるということになってきま

すと、私も先日、医師会の会合でちょっと質問したんですけれども、やはり自宅介護にな

りまして、いざ緊急の場合、救急車がすぐ来てくれるかどうか。何か事故があって呼んだ

ときはすぐに来てくれるんですが、受け入れ先が早くて30分くらいかかってしまう。私の
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親のときも１時間半待ったんですけど、受け入れてもらえないということがあった。先生

がまだいないとか、緊急の手術しているからということがありまして。結局は、知り合い

の病院のところへ駈け込んで、まずレントゲンということになって、それから時間をかけ

て病院を探していただいたと。実際に入院したところは住んでいるところから離れたとこ

とでして、毎日通いましたけど、１カ月半ほど非常に苦労しました。近くで受け入れして

もらえるところであれば自転車でも歩いてでも行けるんですけど、遠くになりますとなか

なかしんどい面があると思います。老老介護というのを痛感いたしました。自宅介護につ

いて、特に大阪市は65歳以上の単独世帯が多くなっていて、平成22年で44.1％というよう

な数字が出てますけど、それから４年たってますので50％を超えている状況ではないかと

思います。単独世帯の方は外に出て来れない、出て来ないということになりますと、いろ

いろ連絡をとっても個人情報等の問題もございまして、なかなか難しい。私たち老人クラ

ブのメンバーが勧誘に行っても、単独世帯の方の参加が少ないんですね。やはり表に出て

きて、しょっちゅう友人たちと話ししている人は勧誘しても、友達が入るなら私も入ろう

かという形でつき合いはしてくれるんですけど、本当に孤独な人は家から出てこないとい

うような形になっているような感じです。今連合等では、単独世帯のところを回って何か

あったときに困るからということで、連絡先とかそういうのがわかるように冷蔵庫に張っ

ていただくとか、そういうようことをやっているんですけど、それでも拒否されるんです

ね。変な人が入ってきてもらったら困るとか、うちは元気やから構わないとか、人に連絡

先を教える必要はないというような形で、ほぼ断られるということで協会の役員の方も、

きのうもちょっと話をしたんですけど、ほとんど受け答えしてくれないというような話も

聞いてます。やはりこれだけ高齢化が進んでいる中で、我々が表に出て、楽しく老後を過

ごせるような施設とかそういうところがあればいいんですけど、ますます減らされていく

ような状況が続いてくる時代になって来てますので、その辺をちょっと考えていただきた

いなと、このように思います。以上です。 

○早瀬部会長 

 医療の話であったり、介護保険を超えてさまざまな問題も出てきています。ちょっと先

ほどの中尾委員の御意見の関係で11ページのところでスポーツ施設等の御意見のところに

関する回答の中に新しい基礎自治単位というのがありますが、これは今の住民投票に係る

話との関連なのかなと思っています。これについて、余りそういうことにこだわるのはど

うかと思いますけども、一応今の市政改革プランでは新しい基礎自治単位にスポーツセン
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ター等を集約するということになっているという、そういうことの理解でいいわけですね。 

○坂田（高齢者施策部長） 

 そうです。 

○早瀬部会長 

 いわゆる市政改革プランの中で出ている話ということですね。新しい基礎自治単位とい

うふうに書いてたので、どうかなと思ったのです。中尾先生、医療の関係でもいろいろ話

が出ましたが、何かそういった面からの御意見はありますか。認知症初期集中支援チーム

などの話も出ていますけど、どうでしょう。 

○中尾部会長代理 

 在宅医療・介護連携の推進のところでは、先ほど野口委員がおっしゃっていましたけれ

ども、基本的に急変時にどのようにきっちりと搬送して急性期医療が展開できるのかとい

うことに関しては、市町村レベルでは難しい問題だろうというふうに考えております。こ

れは府市統合とかになってくると、だんだんわからなくなってしまう。議論がなかなか難

しいですけども、基本的には今の枠組みで行くと一次救急に関しては大阪市がきっちりと

した対応を持っていて、その後なかなかうまいこといかないなとなったら府レベルでの話

になっていくということだろうと思うんです。在宅医療に関しては、日常生活圏域で医療

を提供するということになるので、在宅医療の提供に関しては恐らく大阪市がある程度責

任を持って提供体制をつくっていくことになるだろうと思います。ただ、先ほどおっしゃ

られていましたように、転倒して骨折するとかいうことになってくるとちょっと日常生活

圏域だけで病院が賄えるかどうかということがあるので、できれば区レベルできちんと対

応していただければ、先ほど野口委員がおっしゃったような問題もなくなってくるんだろ

うと思います。ただ、いま区レベルで病院の医療資源を調べていますが、救急隊が調べて

いてもなかなか難しいというような部分があるんだろうと思います。 

 大阪市の擁護をするわけではないんですけども、心筋梗塞とか脳梗塞に関してはきっち

りと対応できていて、速やかに搬送できるような感じになっているというふうに思ってい

ただければいいかなというふうに思っています。 

 パブリック・コメントの意見を見ますと、ここに在宅医療・介護連携の推進に関して、

５件と書いてあるですが、余り市民はわかっていないなと感じています。もう少し医師会

のもきっちりとここのところは広報してやらないと余りにも関心が薄いなというのがちょ

っとショックだったところです。今後2025年というよりも、平成30年までには、ここに書
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いてあることぐらいまではできるだけ頑張ってやっていきたいなというふうに考えていま

すので、大阪市からの御支援もよろしくお願いしたいというふうに思っています。 

○早瀬部会長 

 それでは、在宅医療の関係などＰＲが医師会としてもできてないかもしれないという話

がありましたけど、大阪市としてはどうですか。 

○寺澤課長（健康局健康推進部在宅医療担当課長） 

 健康局在宅医療担当課長の寺澤です。中尾委員から一緒にということでご意見がござい

ました。平成27年度からは、介護保険法の地域支援事業に在宅医療と介護連携の推進が位

置付けられます。本市としましても、来年度につきましては、研修なり普及啓発でありま

すとか、今ご意見がありましたように、市民の方に在宅医療でどこまでできるかというと

ころの周知なども含めて、やっていきたいと思っています。また、本市の回答にも記載を

しておりますが、先ほどの緊急時の医療提供体制の取り組みにつきましても、地域包括ケ

アシステムの中の大きな柱になっておりますので、できるだけ医師会も含めた関係団体と

協力・連携をして進めていきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○早瀬部会長 

 はい、ありがとうございました。順次、一つずつというよりは、前のほうから内容を見

ながらここはどうだろうなということや、気になられた部分をと思いますけれども、野口

委員、先ほどの緊急医療の問題では御自身の体験としてあったということでしたが、その

ほかの点で気になられたことありませんでしょうか。 

○野口委員 

 今、大阪市のほうで市バスの民営化ということも進んでいますけれども、市バスについ

ては、ここに載っておりますけども赤バスがほとんどなくなりまして、東住吉区でも、今

林とかのあたりでは、平野区に行ったほうが早いというようなところもあって、区役所へ

行くのにバスがないという状況です。ですから我々が演芸大会とか、講演会とかいろんな

形で区民ホールを使うんですけども、そこに来るのに足がないから来れないという話もあ

ります。自転車も乗れないから、４人かそこらが集まったらタクシーに乗って来るとかと

いうような時代になってきています。ですから、本当に赤バスがなくなるときに連合振興

町会とかの団体が集まりまして、必要のないところ、うちらの連合のほうは使わなくてい

いから、あの辺はバスを通してほしいと言っても、それはだめだと、もう決まっています
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ということも話もあったんです。そのときは、決まっているのなら我々を呼ぶなと、会合

するなという形でもめたことがあったんですけれども、もう決まってから我々を集めてど

うしましょうかとそういうのはおかしいんじゃないかと、やっぱり困っている住民のため

に公共の乗り物があるのだから、それについて、利用者が少ないから廃止します、民営化

しますというのはどうか。民営化になればなるほどそういうとこは来ませんわね。そうい

うような場所的に厳しいところでも、同じ税金を納めながら、片方は地下鉄がどんどんと

おっているのに、何も通っていない場所もあるということで、地域格差が出てきておると

いうのが現状だと思います。ですから赤バスが復活してほしいという声、これは切実な声

だろうと思います。確かにバスは赤字やと思いますが、地下鉄はもうかっているという話

もあるのではないかと思います。今までは、バスの赤字を埋めてやって、なお地下鉄は一

応最近は利益が出てきているということですので、民営化しましたら税金だけ持って行か

れるだけだと思いますので、その辺を踏まえて検討していただきたいなと思います。です

から、我々老人会の会合をしますと、そういう声が切実に声として上がってまいります。

敬老パスもそうです。敬老パスの3,000円は仕方ないにしても、乗るたびにお金取られると、

東京とか横浜よりも高くなるというような声も聞いておりますので、その辺も我々の年寄

りに対して面倒見ていただきたいなというのが現状です。最近は、年寄りは金持っている

から年寄りから金取ったらいいんだと、何かあれば敬老パス廃止にしたらいいとかいう声

も出ていますので、そういうことがないようにしていただきたい。またこれから特別区に

なったときには、なおさら横の連絡がなくなると思います。縦横の連絡がほとんどありま

せんので、市を中心に地下鉄がありますが、市内でも南の方になりますと横に行く交通手

段が何もないというような形になりますので、そういう本当に我々だんだん住みにくい大

阪になってきたなというような感じがいたしております。 

○早瀬部会長 

 きょうは交通局の方は、来ていただいていますか。いらっしゃっていないですかね。こ

のあたりは交通局の所管なんでしょうけれども、大阪市は日本で最初に地下鉄にエレベー

ターをつけたまちなんです。私も40年前にその運動をしていたんですけども、ただ安全柵

について、大阪市の地下鉄は残念ながら非常に普及が悪くて、東京は今度銀座線の全部に

安全柵がつきますし、山の手線はとうの昔についている。そのあたりは、大阪の地下鉄は

ちょっと遅いというのが非常に気になるところでございます。 

 ほかの点で気になるところはありますか。 
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○中尾部会長代理 

 次の地域包括支援センターの運営の充実ですけれども、今回の計画においては基本的に

基幹型をつくって後方支援をするようなイメージとか、あるいは機能強化型で今現在、地

域支援事業の包括的支援事業としてやろうとしている４つの事業を地域包括単独で強化型

にしてやっていこうというようなイメージが伺えるんですけれども、実際のところ、大阪

市として基幹型とか機能強化型に関してどのような対応をされるのか、ちょっとここを見

た限りでは、総論的な記載になっていて本当に基幹型を区でやるのか、あるいは今までに

実績のある地域包括だけをそうさせるつもりなのかとか、そこら辺のところについて、運

営に関してどのようにお考えなのかを補足していただければありがたいです。 

○高橋（福祉局高齢者施策部認知症施策担当課長） 

 認知症施策担当課長の高橋でございます。今、委員から御質問がありました件につきま

して、国から出ております施策もそうなんですが、やはり基幹型、機能強化型につきまし

ては、地域包括ケアシステムを推進していく上で、地域包括支援センターが中核的な役割

を担うという点からも仕組みが非常に大事になっていくだろうということについてのご指

摘でございます。いま、本市として、期間的な役割を区単位でもつのか、市単位でもつの

かというところにつきましては、正直なところまだ具体的な話として何かお出しをすると

いうか、そういうところまでは行ってない状況でございます。今回たくさんの御意見をい

ただいておりますので早急にあり方につきましては検討していかなければいけないという

ふうな認識を持っているところでございます。 

○早瀬部会長 

 やはり住民投票があって次が見えないと検討しにくいようなテーマというふうに、今の

ところ捉えざるを得ないんでしょうか。たしかに、状況によって青写真が違ってくるのは

よくわかるんですけどね。 

○高橋（認知症施策担当課長） 

 それだけではなく、やはり今は全て民間委託で地域包括支援センターを運営していると

ころでございますし、当然、本市において、直営的なであるとか、基幹型とかというとこ

ろの検討にはやはり相当な議論が必要になるという状況もございますので、今時点ではま

だ具体的なところが何も進んでないところでございます。 

○早瀬部会長 

 そうですか。民間委託のよさもあって、専門性があると継続性が得やすい、要するに直
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営の場合には人事異動によって、ローテーションがあるということの問題がありますけど

も、とはいえ当然、いまの話は、どうするのか問われてくることだと思いますので、早い

時点で方向性を決めていただくようにということぐらいしか言いようがないような気がし

ます。 

 では、次に、何か意見はございますか。今度パブリック・コメントで、５ページのとこ

ろにあるライフライン事業者に関する御質問も部分は、概要版の中で追記するということ

で、パブリック・コメントの意見を生かした内容にするというのもあったので、これはい

いことだなと思ったりしますけど、ほかの部分でも結構ですが、どうぞ。 

○中尾部会長代理 

 次の５ページの認知症の方の支援のところですが、新オレンジプランが出ましたので、

新オレンジプランに沿った部分については、加筆をされたほうがいいのではないかと思っ

ています。それから、若年性認知症をどこのセクションが真剣にやっているのかというの

が今のところ見えてこないですよね。これはどこの行政でもそうだと思いますが、障がい

の担当なのか、就労支援のこともあるのでそういった部署が担当となるのか、いろんなこ

とがあるだろうと思うのですが、そこのところの部分が見えてこないので、若年性に関し

てはきちんとした対応を大阪市が打ち出すべきだろうというふうに思っています。また、

新オレンジプランでは、認知症に関して、当事者の方が研修会で講師役をされたり、いろ

んなことをされるというようなことがあるので、この研修会の充実とかもそういったこと

を踏まえたものを記載されるほうがいいのではないかなと思います。ちょっと記載内容が

旧態依然とした感じになっているような気がします。これは要望としてやっていただけれ

ばと思います。 

 あと、パブリック・コメントにも記載がありますが、地域包括支援センターが担ってい

た認知症に関する対応と初期集中支援チームが対応することに関して、違いがはっきりと

わからないというようなパブリック・コメントの意見が出ていますので、ここはやはり丁

寧に説明するなり、きちんと初期集中支援チームのところで加筆されたほうがいいのでは

ないかと思います。恐らく今後、全市で展開していくということになるでしょうから今ま

での事業をある程度整理されることと、地域包括支援センターの今までの事業等を入れな

がらやっていかれるのがいいのではないかなというのが、ちょっと読ませていただいて思

ったところです。 

○高橋（認知症施策担当課長） 
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 ただ今の委員の御指摘につきましては、今年（平成27年）１月末に出された新オレンジ

プランに関することだと思います。今回の計画の記載内容は、平成25年度に公表されまし

たオレンジプランに基づいて作っているところですけれども、数値的なところなどについ

ては少し修正ができるように考えております。例えば、認知症サポーターの目標数は、従

来からのオレンジプランでは本市で12万人という数値を出したところですが、この数値は、

計画からいけばあと２万人ぐらい必要かなというふうに思っておりまして、それについて

は具体的に修正をしていきたいと考えております。それから若年性認知症の取り組みにつ

きましても、新オレンジプランでより具体的に出されているところもございますので、そ

こは大阪府とも相談をしながら、また市町村として対応できるところについて、新たな取

り組みを記載していくようにというふうには考えております。それから、地域包括支援セ

ンターと初期集中支援チームの役割のところでは、取組みの区別でありますとか、違いと

いうところについて少し加筆を検討いたしまして、できる範囲でわかりやすくしたいとい

うふうに思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○早瀬部会長 

 はい、ありがとうございました。 

 そうしましたら、医療・介護だとか介護予防に関してはどうでしょうか。かなり前に、

関東の方で始まっていたポイント制度について、大阪市では介護予防ポイントという名称

になるようですが、野口委員、こういった介護予防を目的とした活動などは、老人クラブ

で活発になさっておられると思いますが、今回のポイント制度などはどう判断されますか。 

○野口委員 

 私は、いま、区の老人クラブの会長と大阪市の副理事長をさせていただいているんです

けども、やはり私たちは、老人クラブでの活動が介護予防につながるのではないかと思っ

ています。先ほど申し上げましたように、やはり家から出て行って、好きなカラオケに行

ったり、あるいはグラウンドゴルフ、ゲートボールなど、そういうところに行かれている

方は本当に元気なんです。病院に通っているなどは多少はあると思いますが、活動されて

いる方は、余り大きな病気にはならないと。ところが家にじっとこもっている方がそうい

う大きな病気になっていると、先ほど認知症の話もありましたが、認知症というのは一人

暮らしだったらわからないのではないかと思います。若年性認知症の方で、家族以外の人

と話をするときはしっかり受け答えしているんです。ところが家の中では、あれがなくな

った、これが盗られたとか、誰かが来たとかいうようなこともあるようでして、もう50年



 （大阪市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会 第５回保健福祉部会 会議録 平成27年２月６日開催） 

28 

前、60年前のことであればはっきりと名前まで正確に言うんですけど、身近なところはさ

っぱりわからない。ところが、家族以外の友達が来たりしますと、本当にはっきりした状

態でいますので認知症とは気づかれにくいんですね。金銭についても自分で隠したりする

んですね。隠してわからないと、お金を盗まれたと、そういった言葉が出るんですね。そ

んな３０万も持たしたことないのにと、その３万どないしたんと言うたら、いや持って行

かれたとかね。だからだんだん友達が来ないようになるよと、そういううそばっかり言う

てるとね。本人をまともだと答えてますので、そういうような形は個人ひとり住まいであ

れば、なかなか一般の人はわからないと思います。家族だからわかるのであって、だから

本当に隠れた若年性の認知症というのは数字以上におられるのではないかなと。ですから

私たちはできるだけ表に出てきていただいて、やはり住民なんかとお話ししながら、遊び

ながらやりますとそういうのが少しずつ正常に戻るんではないかということで、それを会

員の皆さんにできるだけいろんな催しをすることによって集まってもらう、それが私たち

の地域になくてはならない存在のクラブなんだという形で会員さんに一人でも多く入って

いただくように進めておりますけれども、なかなか昨今減るばっかりで、これは全国的に

そうなんですけれどもふえないというようなケースがございます。ですから我々が介護予

防、偉そうなことを言うてますけどやはり元気に表に出て行っていただけることが介護予

防の一環になるのではないかなと。ですから敬老パス、赤バス等が前のように御利用とか

たくさん出ておれば皆さん表に出て行って、外に出られますのでそうなると医療費のほう

も少なくて済むのではないかなというように私たちは考えております。以上です。 

○早瀬部会長 

 なるほど。はい、ありがとうございました。老人クラブの活動なんかでも介護予防ポイ

ントが使えるようなことが出てくるかもしれません。 

 先のほうも含めて、新しい総合事業に関しては大変多くの御意見が出ているのですが、

この点では特に何かよろしいでしょうか。 

○中尾部会長代理 

 見えてこない。 

○早瀬部会長 

 そうなんですね。見えてこないんです。全国的に見えてこないように思いますけど、そ

うなんですね。１３ページのところに図なので整備をするということになって、ただ大阪

市としてこれは正直どうするかということについては、今回の分には間に合わないかもし



 （大阪市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会 第５回保健福祉部会 会議録 平成27年２月６日開催） 

29 

れませんが、具体的に詰めていかないといけないのではないかというふうに思います。 

 ちょっと私質問なんですけど、１３ページの一番下のところで、申請から認定結果まで

の平均が３９．２日になってたんですが、標準事務期間は決められているんですか。申請

から認定まで何日というのを目標をするという。 

○河野（介護保険課長） 

 はい、３０日という。 

○早瀬部会長 

 ３０日と決めて、超過してしまっているという。なるほど、そうですか。何とか改善で

きるようにしていただきたいと思います。 

 ほかはいかがですか。我々の中でもいろいろ検討して、その中でまとまってきたもので

すけど、この後親委員会のほうでもこの御意見に対するコメントをいただいてそれを元に

最終的には６期の計画がまとまるというふうなのですが、よろしいですか。きょうは人数

が少なくて次回の親委員会のほうではいろいろ御意見いただけると思います。この最後の

介護保険給付に関する費用の見込み料に関することに関しては、この後の施設等の整備目

標数、サービス目標量に関する御説明とも関連してくるのではないかと思いますので。 

 そうしましたら、パブリックコメントに関する件についてはきょうの御意見なども踏ま

えていただいた上で、修正されるところは修正していただいて、次の親委員会のほうに御

提案いただくということでよろしいでしょうか。 

 では、議題１についてはそういったことで、続いて議題２について御説明お願いします。 

○河野（福祉局高齢者施策部介護保険課長） 

 介護保険課長の河野でございます。座って説明させていただきます。それでは議題３で

ございます。施設等の整備目標数、サービス目標量につきまして、御説明いたしたいと思

います。 

 まずパブリックコメントからこれまでに変更した内容ということで、今回現時点でわか

っております内容とか、そういうことで修正しておりますので、その変更点について御説

明申し上げたいと思います。資料をごらんいただきまして、まず１８３ページというふう

に表示しております。資料をあけていただいて１ページ目ですけれども、こちらのほうの

２の施設等の整備目標数、（１）の介護保険施設の整備目標というところでございますけ

れども、①の介護老人福祉施設、特別養護老人ホームでございますけれども建設にはそれ

なりの期間がかかります。今現時点で整備に着手しているところの状況とかいうことも全
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て含めまして、再度整備状況を勘案した上で目標数を変更しております。最終的に２９年

度の目標は変えておりませんけれども、平成２７年度こちらのほう今１万１，９００にな

っておりますけれども、パブリックコメントでは１万２，４００床ということで、１万２，

４００床から１万１，９００床に変更しております。それに伴いまして、１８６ページの

下の段ですが、（２）施設サービスということでございますが、これはサービスの目標量

でございますけれども、整備数が変更することに伴いまして実際に何月からオープンする

という対象月も含めまして、入所者数目標量というのを計算し直しまして、①の特別養護

老人ホームでございましたら、平成２７年度のサービス量、１万１，１１０となっており

ますけれども、パブリックコメントの時では１万１，８００ということで、１万１，８０

０から１万１，１１０人としております。また、２８年度も同様に１万２，４００人から

１万２，２０６人ということで変更させていただいております。 

 その下の介護老人保健施設につきましても同様に整備の状況を勘案いたしまして、パブ

リックコメント時では、平成２７年度でございますが、７，４５０人としておりましたと

ころを７，１３８人ということで変更させていただいております。 

 １８５ページから１８６ページにかけまして、居宅サービスということでサービス目標

量を定めておりますけれども、この居宅サービスにつきましては、先ほど申し上げました

施設サービスが変更することによりまして、居宅の方の人数が変わるということで、その

居宅のサービスの利用対象者数が変わるということがございますので、それに伴って施設

の入所者が減ることによって、居宅サービスのほうがふえているという形でそれぞれ修正

をしております。個々の修正はかなりございますので、一部目標量の少ないところでは変

わってないところもございますが、ほとんどこの部分については変わっているということ

でございます。 

 続きまして、１８７ページを見ていただきたいんですけれども地域密着型サービスとい

うことでございまして、こちらのほうに新たに⑨といたしまして、地域密着型通所介護、

並びに介護予防地域密着型通所介護というのを新しく設けております。これらの介護保険

法の改正で現在の通所介護のうち小規模型というのが地域包括密着型に移行すると、それ

が平成２８年４月から以降するということでございました。前回まではこの内容について

国のほうからも基準といいますか、施設の基準でありますとか、具体な部分がまだ見えて

こなかったので目標量としては通所介護のほうに含めておりました。今回も余り具体の内

容が新たに示されたということではないのですけれども、２８年４月から以降するという
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こともございまして、今現況でわかっております定員が１８人以下の小規模の通所介護に

つきましては、地域密着型に移行するということになりますので、そちらの定員が１８名

以下の現在の施設を地域密着型として、うち数名ではございますが括弧書きということで

通所介護のうち数ということではございますが、表記をさせていただいたということでご

ざいます。 

 次に少し飛ぶんですけれども、２０３ページの中ほどに表がございますけれども、先ほ

ど特別養護老人ホーム等の目標数、サービス量変更しております。それと今回国のほうで

当初予算案が閣議決定されましたけれども、介護報酬の改定ということでマイナス２．２

７％の改定がございました。その部分を給付費のほうに反映をさせ、そのマイナスの改定

の部分とそれと先ほど申し上げました特別養護老人ホーム等の整備数の目標量の変更とい

うことを加味いたしまして、給付費見込みを再試算しております。それによりまして、前

回はこちらのほうで一番上の段、介護保険給付と書いておりますけれども、その一番右端、

第６期の合計でございますけれども、前回のパブリックコメントでは７，０５５億と見込

んでおりましたが、そこから１５１億の減ということで６，９０４億円ということで修正

をさせていただいております。 

 次に２０４ページでございます。保険料の段階及び保険料率の設定ということでござい

ます。介護保険料の料率なんですけれども、この料率につきましてはまず今回の制度改正

におきまして、第１段階と第２段階、こちらのほうの保険料率は統一するということが決

められております。それと合わせてといいますか、来年度からその制度改正の中で公費を

投入して、公費投入による低所得者の保険料軽減強化ということが打ち出されました。こ

れは消費税の財源を充てるということもございまして、当初から消費税の１０％引き上げ

が１年半延びましたのでその関係もございまして、２７、２８年度は第１、第２段階につ

いて０．０５分の公費負担を行います。０．０５の割合を公費負担をして保険料を軽減し

ます。平成２９年度からは当初予定していた拡大実施と、当初からの全て実施という形に

なるわけなんですが、そういう形で現在検討されております。ということもございまして、

保険料率につきましては２７、２８年度と２９年度については、負けさせていただいてお

ります。それでまず２７、２８年は今回第１、第２段階を統一するということでございま

すので、それとあわせまして０．０５の軽減分も加味いたしまして、第１段階につきまし

て０．５０の料率ということにしております。２９年度からはそれぞれ第１、第２段階は

さらに０．１５の軽減をいたしまして、０．３５、第３段階につきまして、０．１５の軽
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減をしまして０．５０、第４段階につきましては、０．７０という形で２９年度からは完

全実施という形で実施したいというふうに考えております。 

 次に、２０５ページの第１被保険者の保険料でございますけれども、こちらについては

前回のパブリックコメントでお示ししているとおりでございます。６，９９８円というこ

とで現段階では６，９９８円の試算を載せておりますけれども、先ほど申し上げました給

付料、介護報酬の改定によりまして給付費も減っております。ですから、実際に再度これ

以外の要素も加味しまして、今計算をしておりますけれども大まかに言いますと、今６，

９９８円の部分が２００円程度は下がる見込みでございます。ただ最終的な確定はまだち

ょっとできておりませんので、今回はお示ししておりませんけれども、大まかに言います

と介護報酬の部分でありますとか、低所得者による軽減の拡大等も含めますと２００円程

度はこの額から減額する見込みということでございます。 

 変更点を中心に説明させていただきました。内容は以上でございます。よろしくお願い

します。 

○早瀬部会長 

 はい、ありがとうございました。この点はパブリックコメントでもたくさんありました

介護保険料の金額に関係するわけですが、施設等の整備が少しおくれることもあって、あ

るいは介護報酬の問題だとかいろんな影響があると思います。これに関して、質問とか御

意見ありますか。いかがでしょうか。 

 はい、どうぞ。 

○中尾部会長代理 

 多分、きょうの分科会で出てきているだろうと思いますが、特養の基本的報酬が一番厳

しく減額されている点について、ちまたでは６％は優にしているんじゃないかなという話

なんですが、そこのところの部分を加味すると施設数と給付される部分のお金も減ってく

るわけですから、もうちょっとしたらもう少し減るんと違うかなというイメージがするの

と、それから小規模の通所介護施設に関してはさっきおっしゃいました１８人の部分にな

ってくると、小規模特例がなくなるので恐らく総合事業のほうへ移行する事業所とやめて

しまう事業所とあるんだろうと思うんですね。ひょっとして民間のほうはパッと手を引い

てしまう可能性もあるということで、ちょっとここに数値を書いてますけども、地域密着

型に関する部分はちょっと気になる、一目あるところがあるというふうに思ってます。こ

れ疑問です。 
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 それと後、ちょっと前も聞いてはっきり覚えてないんですけども、この地域支援事業４

０億が２９年に１０９億とか１１０億にぼんと上がります。それの内訳、どういうものを

積み上げてその金額の計画になっているのか、ちょっともう一回教えていただけますか。 

○早瀬部会長 

 お願いします。 

○河野（介護保険課長） 

 説明がわかりにくくて申し訳ありません。まず、先ほど委員がおっしゃいました小規模

であるとか、特別養護老人ホームの部分がもっと下がるのではないかというようなところ

については、確かに施設のサービスによって介護報酬の単価も違ってくるだろうというふ

うに思っておりますが、現段階でそれぞれのサービス単価を国は示しておりませんので、

今の段階ではということなので平均してマイナス2.27％ということにさせていただいてお

ります。小規模の部分についても、自治体としてどれだけやめるのか、例えば小規模であ

っても大規模のサテライトの位置づけにどれだけが移行するのかというようなところにつ

いては、事業者によって考え方もあるかと思うので、我々としてそれを試算するのは難し

いと考えております。いま、通所介護の中では、小規模も大規模も中規模も同じ単価で計

算をしているんですけども、数字的には18人以下が例えば今はこれぐらいありますという

ことで上げさせていただいております。 

 地域支援事業費の試算ということでいきますと、200ページをあけていただきたいと思い

ます。居宅サービスの給付見込みというところでございますけれども、①訪問介護、その

下に介護予防訪問介護というのがございます。それと⑥通所介護がございまして、介護予

防通所介護がございます。そちらの①と⑥の29年度の数値を見ていただきますと、通常の

介護予防の訪問介護も通所介護もこれまでの伸びを参考にしながら、人数などを算定させ

ていただきました。例えば①の介護予防訪問介護でしたら平成27年度は２万7,098、28年度

は２万9,554となっておりまして、29年度は１万6,046というふうに減っております。この

計算につきましては、今までの訪問介護の伸びを29年度も同じように伸びるとしておりま

す。その見込みに基づき、総額が幾らになるというのを計算しておりまして、うち29年度

から事業へ移行する場合に、例えば28年度末の平成29年３月に要支援認定を受けられた方

については翌年の29年度、30年の３月までは今までのサービス、介護予防サービスとして

利用をされるということになります。ですから、全員の方が新しい総合事業に、いわゆる

地域支援事業に移行されるのは１年間丸々経過しないと全員が移行されることにはならな
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いということで、その29年度については通常に通所介護がどのぐらい発生するか、その内

の半分を総合事業に移行するということで、この通所介護でしたら29年度は経費として半

分を地域支援事業のほうに移行させているという形で計算をしております。通所介護と訪

問介護、この２つの部分の29年度の半分の額を地域支援事業に移行させているということ

です。 

○早瀬部会長 

 つまり地域支援事業として、このような事業をするからという積み上げから出ていると

いうよりは、従来の介護保険との差でこのように移行するはずだということで計算されて

いるということですね。 

○河野（介護保険課長） 

 はい、そうです。 

○早瀬部会長 

 まあ、そうですね。具体的な積み上げではなく、財源の推移があって、逆に財源がある

から、こういう財源に対してどのような事業をするのかということについて、これから詰

めて行かないといけないということで、よろしいでしょうか。 

 このあたりはいろいろを知恵を出していただいて、どのような形で大阪市らしい形で市

民の皆さんの参加を得ながらこの地域支援事業ができるかというようなことになっていく

かと思います。この議題はやや御報告という面での説明となっているかと思います。そう

しましたら、きょうこの２つの議題は終わりまして、その他として、何かありますでしょ

うか。 

○小倉（高齢福祉課長） 

 参考資料１にございます今後のスケジュールでございますけれども、先ほども御説明い

たしましたように３月12日、14時から16時ということで高齢者福祉専門分科会を開催いた

しますので、よろしくお願いしたいと思います。冒頭、部会長がおっしゃっていただきま

したように、来週２月12日に介護保険部会がございまして、本日と同じような内容で委員

先生方からパブリック・コメントに対する御意見をいただく予定で考えております。その

後、各部会の内容を踏まえまして、３月12日の親会において、計画の最終案を御提案いた

しまして確定していただくという形で考えておりますので、何とぞよろしくお願いいたし

ます。 

 説明は以上でございます。 
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○早瀬部会長 

 はい。ありがとうございました。 

 そうしましたら、ほかに特に御意見がなければ本日予定しておりました案件は全て終了

となりますので、終了したいと思います。どうもありがとうございました。 

○司会 

 早瀬部会長ありがとうございました。委員の皆様方におかれましては、本日はお忙しい

中、また長時間にわたりまして御審議をいただきありがとうございました。 

 それでは、これをもちまして、本日の保健福祉部会を終了とさせていただきます。本日

はまことにありがとうございました。 

閉会 午後３時４５分 


